
●事務事業評価シート ●補助金等管理シート

●補助金等の見直し基準における基本的事項の再チェック（指針「３ 見直し対象と基準」参照）

事務事業名 住民自治協議会推進経費 担当課 企画振興部地域づくり推進課 補助事業名

目　的 地域まちづくり計画に基づく事業を実施していくための財政支援等を行う。 交付先・交付要
件

住民自治協議会
根拠法令等 伊賀市自治基本条例

キラっと輝け！地域応援補助金 施策No． 6-1

対　象 住民自治協議会 事業期間 交付の目的
地域における課題解決や地域資源を活用したまちづくり活動など、住民自治協議会が地域まちづくり計画に沿って主体的に実施される事業

を支援することにより、地域の活性化を図り、住民自治協議会による自主自立のまちづくりを推進する。

財源・率 ー 上乗せ・範囲拡大 無

補助実績等
（千円）

H26 0 H27 0 H28 0 H29 0

H30 0 R1 5,038 R2 6,637 R3 6,368

目的の達成状況
（何が、どうなれ

ば達成か）
住民自治協議会による自主自立のまちづくりが行われる。

事業に要した
主な経費

など

経費 金額 摘要
報償費 60,000円 講師謝礼

内　容

住民自治協議会の設置・運営、地域まちづくり計画の策定・実行などに関し、助言や情報提供・財政支援（地域包括交付金、キラっと輝
け！地域応援補助金、地域絆づくり補助金）などを行いました。
・地域包括交付金
地域まちづくり計画に基づき推進する事業や活動などを支援するための交付金であり、住民自治協議会へ交付することで地域の実情に
即した優先課題に主体的に取り組むことができます。
・キラっと輝け！地域応援補助金
地域における課題解決や地域の人材・知識・情報・施設などの資源を活用したまちづくり活動など、住民自治協議会が地域まちづくり計
画に沿って主体的に実施される事業に対し、補助金を交付しました。
　補助金交付件数・・・16団体
・地域絆づくり補助金
住民自治協議会がコミュニティの強化と関係人口の創出を目的として、他の住民自治協議会等と連携して取り組む事業に対し、補助金を
交付しました。
　補助金交付件数・・・5団体（14地域）

事業内容
地域課題の解決を図るため、住民自治協議会が地域まちづくり計画に基づき主体的に実施する新たな事業や、これまで実施してきた事業内

容を見直しステップアップを図る事業

根拠法令等 キラっと輝け！地域応援補助金交付要綱

事業開始年度 令和元年度 契約・債務負担 無

円

補助対象経費 賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、負担金需用費 57,694円 消耗品費、食糧費 円

負担金、補助金及び交付金 152,104,447円 地域包括交付金 143,403,247円

円 　上野（83,608千円）、伊賀（13,444千円） 円
補助金額・補助

率
の算出根拠

円 　大山田（11,065千円）、青山（18,431千円） 円

(１)テーマ設定型事業：補助率８
/10、補助上限額…100万円

(2)自由提案型事業：補助率…８
/10、補助上限額…50万円

類似制度、同一団体
への重複補助の有無

無 終期設定の有無

当該補助事業は、令和元年度より
創設した事業であるため、事業の
効果を図るために、一定年度の継

続は必要である。

円 　島ヶ原（3,695千円）、阿山（13,160千円） 円

「団体運営補助」であ
る場合の事業費補助

への移行策
無円 地域絆づくり補助金 2,320,000円

円 研修会参加負担金 13,200円

円 キラっと輝け！地域応援補助金 6,368,000円

性質別分類 ４．その他事業費補助

その他 121,252円 住民自治地区連合会報酬、旅費 円 ●見直し目標の設定及び経過措置（指針「４ 見直しの方向性と経過措置」参照)

計 152,343,393円 0 円

今後の方向性 継続 その理由
当該補助事業は、令和元年度より創設した事業であるため、事業の効果を図るために、一定年度
の継続は必要である。

全
体
コ
ス
ト

（
千
円

）

項目 Ｒ２年度決算 Ｒ３年度当初予算 Ｒ３年度決算 Ｒ４年度当初予算

事
務
事
業
の
概
要

特記事項記入欄（積算基礎、特定財源の名称等） 見
直
し

事
項

具体的な内容（いつまでに、事項を、どうする）

事
業
費

直
接
事
業
費

　国県支出金 0 0 0

　その他 163,205 162,696 146,291 ●補助金等の評価（指針「５ その他の取り組み」参照）　※実績確定後、年度ごとに記入

【特定財源の名称】
伊賀市振興基金繰入金
過疎対策事業債

補助制度 無 対象と金額 無
　地方債 0 0 5,800

評価結果 立入調査その他監督の実施状況 改善点・今後の予定・見直しの実施状況
合計（A） 163,538 163,299 152,343 0

平
成
30

評価していない

　一般財源 333 603 252

人 2.74 人

人件費 21,168 21,041 21,274 21,200
調査実績なし

業務量 2.71 人 2.71 人 2.74

0.00 人 0.00 人

人件費 0 0 0 0

業務量 0.00 人 0.00 人

令
和
元
年

各地域において、課題を洗い出し、その課題を解決するために、そ
れぞれ創意工夫を行い、事業を実施することができた。

毎年、年2回実施している住民自治協議会へのヒアリングの
際に、事業の進捗状況の確認を行った。

令和元年度より創設した事業であるため、事業の効果を図
るために、一定年度の継続が必要と考えるが、3年程度を
目途に事業検証が必要である。

会計年度任
用職員

業務量 0.00 人 0.00 人

再任用職員

無正規職員

0.15 人 0.15 人

人件費 0 0 240 243

市民１人当たりのコスト（円） 2,040 2,066 1,948 245

令和４年度

小計（Ｂ） 21,168 21,041 21,514 21,443

合計（Ａ＋Ｂ） 184,706 184,340 173,857 21,443

人
件
費

毎年、年2回実施している住民自治協議会へのヒアリングの
際に、事業の進捗状況の確認を行った。

補助事業における課題や事業内容等が明確になるよう申
請書類を改めるとともに、審査会の審査方法を見直しを
行った。実績 61

令和５年度 令和６年度

目標 78 78 78 78

令和３年度

令
和
２
年

各地域において、課題を洗い出し、その課題を解決するために、そ
れぞれ創意工夫を行い、事業を実施することができた。

毎年、年2回実施している住民自治協議会へのヒアリングの
際に、事業の進捗状況の確認を行った。

令和元年度より創設した事業であるため、事業の効果を図
るために、一定年度の継続が必要と考えるが、3年程度を
目途に事業検証が必要である。

方

向
改善

課
題

これまで住民自治にかかる支援において、支所間で異なる対応や判断によるところがありました。

令
和
３
年

各地域において、課題を洗い出し、その課題を解決するために、そ
れぞれ創意工夫を行い、事業を実施することができた。

ヒアリング回数
地域課題の発見と共有、支援
につながる地域まちづくり計
画進行管理

回
指

標

指標名 指標の説明 単位

指標化できない成果 0 達成 78.2％

改
善
案

Ⅰ．Ⅱ地域と支所、また支所間で地域課題の解決に向けた情報を共有し、持続可能なまちづくり支援に地域とともに積極的に取り組み
ます。

補

助

金

等

詳

細

審査資料： 事業番号20　ヒアリングシート



地域連携部
住民自治推進課

キラっと輝け地域応援補助金 【審査資料】事業番号：20　レビュー結果整理シート①

　

今後の方向性
　 　 　 　 　 　

他事業への横展開 　 　 　 　 　 　

　

　

　 　 　 　 　 　

　　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　

補助の効果
（成果指標）

　 　 　 　 　 　
絆づくり補助金では、関係人口を創出することを掲げているところもあるため、成果指標
では、関係人口にどれだけ寄与したかを挙げるべきである。

「キラっと輝け！地域応援補助金」、「地域絆づくり補助金」に共通して、補助金管理シートの終期
設定の有無欄に、「事業の効果を図るために、一定年度の継続は必要である。」と記載されている
のに、補助金等の見直し基準における基本的事項の再チェック欄では、「各地域のまちづくりに資
する事業に対する補助のため費用対効果を測ることは困難」と記載しているのは矛盾している。

行政関与の必要性
　 　 　 　 　 　

公平性・透明性

住民自治協議会、まちづくり協議会の単位
でしか申請できないとなると、まちづくりに関
わる他の主体者が排除されてしまう恐れが
あるため、広い団体が活用できる制度にして
いくべきではないか。
志がある団体なども恩恵が受けられるような
制度にすべきである。

住民自治協議会の総意で申請されるものだ
と考えている。
また、地域活動支援補助金により協議会以
外の団体にも補助する制度がある。

　 　 　 　
住民自治協議会、まちづくり協議会の単位でしか申請できないということは、まちづくりに
関わる他の主体者が排除されてしまう恐れがあるため、広い団体が活用できる制度を検
討すべきである。

　　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　

　

公益性
　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　

自己負担・決算内容

　　 　 　 　 　 　

補助金単位には行っ
ていないが、各協議会
が策定している地域ま
ちづくり計画のなかで
の進捗管理は行われ
ているが、地域によっ
て濃淡がある。

収支決算書の記載が大雑把である印象。例えば、島ヶ原地区まちづくり協議会の絆づくり補助金
事業実績書では、灯りと光のミュージアム事業の使途が摘要欄に記載されれいるものの、決算額
は報償費、需用費の単位にまとめられているため、詳細に記載できるよう改めるべき。

　 　

　 　 　 　 　 　

　

終期設定
　 　 　 　

自主自立のまちづくり
が行われているか否
かの進捗管理は、ど
の様に行われている
のか？

　 　 　 　

積算根拠
　 　

キラっと輝け！地域応援
補助金では、予算には上
限があるとは思うが、実
績報告書を確認する限
り、多種多様な事業が行
われている。補助率が
8/10であることからも、
協議から提案される申請
に歯止めが効かず際限
なく補助してしまうことに
繋がらないか？

今年度は38の協議会に
対して19団体が補助を
受け事業に取り組んで
いる。市としては、地域
課題を解決するための
取り組みに対しては出来
る限り応えていきたいと
の思いがあり、審査を経
て決定をしている。

　 　

　 　 　 　 　 　 　

　

　 　 　 　

見直しの視点
質問/所属回答 専門家チームからのアドバイス・考え方

専門家チーム 所属 専門家チーム 所属 専門家チーム 所属 内容

　 　 　

法的根拠

キラっと輝け！地域応援補助金は、テーマ
型の課題に対する補助であり、絆づくり補助
金は、広域で対応していくためのものであ
り、これらの趣旨には賛同している。

　 　 　

・・・全庁的な指摘事項（個別の意見聴取せずに

全庁で取り組むべき内容）

・・・個別の指摘事項として、下で「対応方針」

を確認する内容

セルの塗りつぶし内容について



地域連携部
住民自治推進課

キラっと輝け地域応援補助金 【審査資料】事業番号：20　レビュー結果整理シート②

当該補助金は、各地域が抱える課題等に対する活動支援補助金です。
交付に当たっては、審査会を設置し、特に公益性、持続可能性に着眼して交付決定を行っており、また、事業の自立・継続を前提に最長３年間を限度とし
ています。
少子高齢化、人口減少等による地域課題の顕在化は蓋然であり、住民自治協議会の存在価値は高く、その活動に対する一定の支援は必要であると考
えます。今後も最大の事業効果を発揮するため、制度の見直しを定期的に実施します。

諮
問
時
の
視
点

●地域の活性化のためには、地域の自主的かつ継続的な活動、さらに自立化のための活動が必要あり、提案型の補助金である本補助金は継続が妥当であると考える。
●最長３年間という補助期間の中で、課題がどれだけ解決に繋がったのかを適切な成果指標により、検証できる仕組みになっているのか。

本事業に関する
今後の部局方針 継続

補助の効果
（成果指標）

補助金管理シートの終期設定の有無欄に、「事業の
効果を図るために、一定年度の継続は必要であ
る。」と記載されているのに、補助金等の見直し基準
における基本的事項の再チェック欄では、「各地域の
まちづくりに資する事業に対する補助のため費用対
効果を測ることは困難」と記載しているのは矛盾して
いる。

各地域がそれぞれの地域課題に対して主体的に実施する事業を、費用面だけで効果を図る
ことができないため、このように記載しました。
しかしながら、当該事業に実施に伴う事業効果を図ることは当然ながら必要であると考えてい
ますので、補助事業実施により地域の課題解決に繋がったか、また、継続的に取り組んでい
るかなど、実施団体にヒアリングなどの手法を用いて検証していきます。

令和4年度実績
分より

行
政
事
務
事
業
評
価
審
査
委
員
会

上記審査結果に対して
付される意見

その他審査時の主な意
見

審査結果

個
別
論
点
ご
と

受益者負担・決
算内容

島ヶ原地区まちづくり協議会の絆づくり補助金事業
実績書では、灯りと光のミュージアム事業の使途が
摘要欄に記載されれいるものの、決算額は報償費、
需用費の単位にまとめられているため、詳細に記載
できるよう改められたい。

地域絆づくり補助金においては、事業実績報告時に添付資料として、事業に要したすべての
経費の領収書の写しの提出を義務づけており、それらをもって支出内容の確認を行っていま
す。
しかしながら、ご指摘のように実績報告書のみでは詳細が不明瞭のため、今後は、金額の詳
細まで記載するよう改めていきます。

令和4年度実績
分より

見直しの視点 指摘事項 対応方針 いつまでに

公平性・透明性

住民自治協議会、まちづくり協議会の単位でしか申
請できないということは、まちづくりに関わる他の主
体者が排除されてしまう恐れがあるため、広い団体
が活用できる制度を検討すべきである。

住民自治協議会は、そこに住むあらゆる人が自由に参加でき、地縁団体や目的別団体などと
ともに、身近に地域の課題を話し合い解決できるよう地域住民により自発的に設置組織です。
そのため、当該補助事業の実施は、地域の総意の下、地域内の課題に応じて実施されてい
ます。
なお、市民活動団体が実施する事業については、「地域活動支援補助金」を活用いただくこと
ができます。

上記理由

① ②


